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　村職員の給与や職員数などについて、村民の皆さんに知ってい
ただくため、平成21年４月１日現在の状況をお知らせします。
今後も村民サービスの向上と、事務の効率化に努めていきます。 

問い合わせ 
　総務課総務班　☎64－1476

１．人件費の状況（平成20年度普通会計決算） 

※普通会計には、水道職員などの公営企業にかかる経費は含まれていません。 

２・職員給与費の状況（平成20年度普通会計決算） 

３．職員の給与などについて 

※1．職員手当には退職手当を含みません。 
　2．職員数は平成20年４月１日現在の水道職員などの公営企業を除いた人数です。 

４．一般行政職の特別職員数の状況 

※保育・技能労務職員などは含まれていません。 

※経験年数とは、採用前に民間企業での勤務経験などがある場合には 
　その期間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。 

（１）平均給与月額 

（２）学歴や経験年数の違いによる平均給料月額 

（４）特別職の報酬等の状況 

（３）初任給 （５）給与の削減措置 

住民基本台帳人口（20年度末） 歳出額（Ａ） 

職員数（Ａ） 

区分 

区　分 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上25年未満 25年以上30年未満 30年以上35年未満 35年以上 経験年数 

一般行政職 

平均年齢 

高校卒 

高校卒 

大学卒 248,200円 

229,500円 

－ 

295,600円 

255,600円 

－ 

311,300円 

299,500円 

273,300円 

369,500円 

319,100円 

252,800円 

－ 

375,000円 

257,400円 

－ 

411,600円 

301,600円 技能労務職 

一　般 

行政職 

区　分 

区　分 

代表的 

な職名 

職員数 

構成比 

５級 

課　長 

局　長 

参　事 

７人 

11.3％ 

４級 

主　幹 

13人 

21％ 

３級 

主　査 

副主幹 

17人 

27.4％ 

２級 

主　任 

21人 

33.9％ 

１級 

主　事 

主事補 

４人 

6.4％ 

計 

62人 

100％ 

対象職員 措　置　内　容 

管理職員 管理職手当 10％減額 

関川村 

大学卒 172,200円 

140,100円 

137,200円 

新潟県 

178,800円 

144,500円 

141,900円 

国 

Ⅰ種　181,200円 
Ⅱ種　172,200円 

Ⅲ種　140,100円 

137,200円 

高校卒 

高校卒 技能労務職 

一　般 

行政職 

平均給与月額 

技能労務職 区　分 

給

料

 

報

酬

 

月　　額 期末手当 

平均年齢 平均給与月額 

関川村 42.4 301,900円 

6,856人 

101人 332,397千円 28,653千円 133,961千円 495,011千円 4,901千円 

4,496,304千円 108,787千円 755,349千円 16.8％ 17.3％ 

49.8 259,500円 

村　長 610,000円 （20年度 支給割合） 
　　　　　3.3月分 

（20年度 支給割合） 
　　　　　3.3月分 

副村長 500,000円 

期末・勤勉手当は一般職員と同じ 教育長 457,000円 

議　長 240,000円 

副議長 172,000円 

議　員 156,000円 

新潟県 43.0 347,052円 48.0 349,238円 

国 41.5 325,521円 49.2 285,548円 

一人当たり給与費 
（Ｂ）／（Ａ） 給　　与 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

給　　　与　　　費 

人件費（Ｂ） 人件費率（B）/（A） （参考） 19年度の人件費率 実質収支 
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６．部門別職員数の状況 

５，職員手当の状況 
（１）扶養手当など 

（２）時間外勤務手当 

　給与の概要は平成21年４月１日現在の
「給与実態調査」によるものです。 
　なお、詳しくは村のホームページにも
掲載する予定です。 

http://www.vill.sekikawa.niigata.jp/

区分 

扶
養
手
当 

住
居
手
当 

通
勤
手
当 

期
末
・
勤
勉
手
当 

退

職

手

当

 

寒
冷
地
手
当 

管
理
職
手
当 

一
　
般
　
行
　
政 

合　　計 

部門 
区分 職　員　数 

差引 主 な 増 減 理 由  
平成20年度 平成21年度 

特
別
行
政 

公
営
企
業
等 

内　　　　容 国 

同じ 

同じ 

同じ 

同じ 

同じ 

同じ 

１月当たり 
33,200円～ 
130,300円 

配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　13,000円 
その他　　各6,500円 
子（16歳年度初め～22年度末）　　　 加算5,000円 

借家　月額12,000円を超える家賃を支払っている職 
　員に対し、家賃の額に応じて　　　最高27,000円 
自宅　住宅を新築・購入した場合５年間　 2,500円 

通勤距離が２㎞以上である職員に支給 
交通機関利用者 
　負担している運賃額に応じて　　　最高55,000円 
交通用具使用者 
　通勤距離に応じて　　 2,000円から最高24,500円 

平成20年度支給割合 
　　　　　　　　期末手当　　　 勤勉手当 
　　６月期　　　1.4月分　　　　0.75月分 
　　12月期　　　1.6月分　　　　0.75月分 
　　　計　　　　3.0月分　　　　 1.5月分 
職制上の段階・職務の級などによる加算措置　有り 

（支給率）　　自己都合　 勧奨・定年 
勤続20年　　　23.5月分　　30.55月分 
勤続25年　　　33.5月分　　41.34月分 
勤続35年　　　47.5月分　　59.28月分 
最高限度額　　59.28月分　　59.28月分 
その他の加算措置 
　定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 
　（退職時特別昇給　　　なし　　　　　） 

11月から翌年３月までの間支給 
　世帯主で扶養親族のある職員　16,040円 
　世帯主で扶養親族のない職員　10,600円 
　その他の職員　　　　　　　　　　 0円 

管理職に対して職務の級等に応じて定額を支給 
　①課長・局長　　　　38,800円 
　②参事　　　　　　　31,000円 
（現在、10％を減額して支給） 

平成19年度 

平成20年度 

支給実績 

職員１人当たり 
平均支給年額 

支給実績 

職員１人当たり 
平均支給年額 

1,047万2千円 

9万3千円 

795万7千円 

7万3千円 

議　　会 3 2 △　1

総務企画 20 21 1 業務増 

業務の統廃合による減 

税　　務 6 8 2 その他増 

農林水産 10 10 0

商　　工 3 3 0

土　　木 5 5 0

民　　生 27 27 0

衛　　生 8 8 0

小　　計 82 84 2

教　　育 20 18 △　2 事務の統廃合及び民間委託等による減 

消　　防 0 0 0

小　　計 20 18 △　2

病　　院 4 4 0

水　　道 2 2 0

下 水 道  3 2 △　1

そ の 他  8 8 0

業務の統廃合による減 

小　　計 17 16 △　1

119 118 △　1


